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�愛媛県告示第９５８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の所在地を変更した旨の届出があった。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９５９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ワールドプラザ 今治市東村甲７４５番
地 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか１３者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか１１者

平成３０年
８月３１日
ほか

平成３０年
９月２１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 指定自立支援医療機関の所在地の変更……………………………………………………………………………………………………………（障がい福祉課）…８９１

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（２件）……………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…８９１

○ 農用地利用配分計画の認可…………………………………………………………………………………………………………（農政課農地・担い手対策室）…８９２

○ 県営土地改良事業の事業計画書の縦覧………………………………………………………………………………………………………………（農地整備課）…８９３

○ 保安林の指定施業要件を変更する旨の通知…………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…８９３

○ 保安林の指定施業要件の変更予定（２件）…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…８９３

○ 保安林の指定施業要件の変更予定に係る掲示（４件）……………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…８９４

○ 漁業の許可又は起業の認可の申請期間……………………………………………………………………………………………………………………（水産課）…８９５

○ 愛媛県復旧・復興建設工事共同企業体事務取扱要綱………………………………………………………………………………………………（土木管理課）…８９６

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可申請の概要……………………………………………………（東予地方局環境保全課）…８９９

○ 開発行為に関する工事の完了（２件）…………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…９００

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）…９００

○ 道路の区域変更（県道坊屋敷小田線）……………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…９０１

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９０１

公 告

○ 財務会計オンラインシステム端末機器の借入れ……………………………………………………………………………………………………（情報政策課）…９０１

○ 県税オンラインシステム機器の借入れ………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９０２

○ 大型乗用自動車（スクールバス）の購入…………………………………………………………………………………………………………………（会計課）…９０３

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

名 称
所 在 地 変 更

年月日変 更 前 変 更 後

独立行政法人地域医
療機能推進機構宇和
島病院附属訪問看護
ステーション

宇和島市賀古町１丁
目２番２０号

宇和島市賀古町２丁
目１番３７号

平成３０年
８月１３日

毎週（火・金）曜日発行 第３０１８号 平成３０年１０月１２日

平成３０年１０月１２日金曜日 第３０１８号

愛 媛 県 報

８９１
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�愛媛県告示第９６１号
平成３０年９月５日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９６０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

ワールドプラザ 今治市東村甲７４５番
地 外 荷さばき施設の位置及び面積 １，０５８平方メートル １，１１８平方メートル 平成３１年

５月２２日
平成３０年
９月２１日

廃棄物等の保管施設の位置及
び容量 ２１４．７立方メートル ２３２．７立方メートル

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

午前９時から午後１０
時まで

マックスバリュ西日
本株式会社、ダイユ
ー・リックホールデ
ィングス株式会社、
株式会社ワッツ西日
本販売、株式会社上
州屋、株式会社尾後
商店、株式会社母恵
夢本舗、株式会社マ
ックハウス、株式会
社四国シキシマパン、
株式会社クロノス、
和田 竜次、株式会
社ルシア
午前９時から午後１０
時まで
株式会社ドン・キホ
ーテ
２４時間

平成３１年
２月１日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時４５分から午
後１０時１５分まで ２４時間

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成３０年１０月１２日 第３０１８号

８９２



賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

農事組合法人
九王

愛媛県今治市大西町
九王甲１６９３番地

愛媛県今治市大西町
九王甲１５３番１ほか
１１筆

８，０３５

農事組合法人
たいよう農園

愛媛県大洲市野佐来
１６２番地２０

愛媛県大洲市喜多山
１８番ほか４筆 １６，６００

株式会社
みさき果樹園

愛媛県西宇和郡伊方
町中之浜３２８番地

愛媛県大洲市上須戒
１０７番ほか５筆 １４，９８２

２ 認可年月日

平成３０年１０月３日
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�愛媛県告示第９６２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

四国中央市土居町蕪崎地域に係る県営土地改良事業計画を定めたの

で、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書

の写しを縦覧に供する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・蕪崎地区）計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成３０年１０月１５日から１１月９日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所土居庁舎

�������
�愛媛県告示第９６３号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町東明神乙１１７７、乙１１８７、乙１１８８の１、乙１１
８８の２、乙１１８９の１から３まで、本組１７８９、１７９０、１７９３、１８０６か

ら１８０８まで、１８１１から１８１４まで、１８１７

２ 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び�万
高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第９６４号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

西条市小松町石鎚字横峰２２３８・２２４６・２３４５（以上３筆について

次の図に示す部分に限る。）、２２４１から２２４３まで、２２４４の１、２２

４４の２、２２４５、２２５１、２２５２、２２５４、２２５５、２２５７から２２５９まで、２２

６５、２２７８から２２８０まで、２２８４から２２８７まで、２２８９、２２９０、２２９６、

２３０８、２３２０、２３２３、２３２６から２３２８まで、２３３０、２３３４から２３３６まで、

２３３８から２３４０まで、字途中の川２９６２、字湯浪３５９５の１、３５９５の４、

３７９７の１、３７９８の１、３８７９、３８８４の１、３８８６、３８８７の１、３８８８か

ら３８９１まで、３８９８、３９０８、３９１７、３９２２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種を定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第９６５号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

西条市小松町明穂字門開丙２９７、丙２９８の１、丙２９９、丙３０１、字

絹笠丙３０２の１（次の図に示す部分に限る。）、丙３０２の２、丙３０

３の１、丙３０３の３、小松町安井字ジヨ乙１４４の１・乙１４４の２（以

上２筆について次の図に示す部分に限る。）、字花園乙１４５、字

ゲスケ乙１４６の１から３まで、乙１４６の４（次の図に示す部分に限

る。）、乙１４６の５から１０まで、乙１４７の２、乙１４７の１３

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種を定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

愛 媛 県 報平成３０年１０月１２日 第３０１８号

８９３



（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第９６６号
保安林の指定施業要件の変更予定（平成３０年９月７日愛媛県告示

第８６３号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を宇和島市役所の掲示場に掲示するとともに、次のとおりその

要旨を告示する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び不分明又

は所在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採することができる立木は、当該立木の所在

する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上

のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び宇和

島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第９６７号
保安林の指定施業要件の変更予定（平成３０年９月７日愛媛県告示

第８６３号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を宇和島市役所の掲示場に掲示するとともに、次のとおりその

要旨を告示する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び不分明又

は所在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

津島町槇川２０４３（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐による伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採することができる立木は、当該立木の所在

する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上

のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び宇和島市役所に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第９６８号
保安林の指定施業要件の変更予定（平成３０年９月７日愛媛県告示

第８６４号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を鬼北町役場の掲示場に掲示するとともに、次のとおりその要

旨を告示する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び不分明又

は所在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字上大野９８９・９９０・１０２２・１０２５・１２２２・１２２４・１２３１・１２

３２・大字父野川下１９７２の１・２４２０・２４２３・２４３４（以上１２筆に

ついて次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない

ウ 主伐として伐採することができる立木は、当該立木の所在

する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上

のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

宇和島市津島町下畑地庚
６４の２

宇和島市畑地村大字下畑寺乙
３２４番地
小 林 権 一

森林所有者

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

宇和島市津島町槇川２０３８、
２０４３、２０５４から２０５６まで

喜多郡内子町寺村２７０番地７

森 本 英 章
森林所有者

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２４２９

北宇和郡鬼北町大字父野川１５
番戸
大 森 兼太郎

森林所有者

北宇和郡鬼北町大字上大
野１２２１の２、１２３３

北宇和郡日吉村大字上鍵山１
番戸
奥 島 純 吉

抵当権者

北宇和郡鬼北町大字上大
野１２２３

北宇和郡鬼北町大字上大野２３
番戸
� 本 熊太郎

森林所有者

北宇和郡鬼北町大字上大
野９９０

北宇和郡鬼北町大字上大野甲
２５４番地１
熊 田 直十郎

抵当権者

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２４３２

北宇和郡泉村大字小倉２７番戸

佐 竹 敏 雄
〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２４３１

北宇和郡日吉村大字父野川乙
１５０番地
芝 虎馬太

〃

北宇和郡鬼北町大字上鍵
山１７７９の１

北宇和郡日吉村大字上鍵山１０
８２番地
芝 智恵子

森林所有者

北宇和郡鬼北町大字上大
野９４６、９７４、９７７、９９１

北宇和郡日吉村大字上大野甲
２９２番地
三 好 章

〃

愛 媛 県 報平成３０年１０月１２日 第３０１８号

８９４



変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び鬼北町役場に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第９６９号
保安林の指定施業要件の変更予定（平成３０年９月７日愛媛県告示

第８６４号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を鬼北町役場の掲示場に掲示するとともに、次のとおりその要

旨を告示する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び不分明又

は所在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採することができる立木は、当該立木の所在

する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上

のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び鬼北

町役場に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第９７０号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成３０年１０月１２日から２５日まで

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２２７７

北宇和郡日吉村大字父野川乙
１２６５番地
井 上 忍

森林所有者

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２２６３、２２６４

北宇和郡日吉村大字父野川乙
１６１４番地
上 田 石 男

抵当権者

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２２７６、２２８０

北宇和郡日吉村大字父野川下
１３５５番地
上 田 登

森林所有者

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８９３

宇和島市大宮町三丁目３の５

大 石 敦 子
〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２２７６、２２７８

北宇和郡日吉村大字父野川下
１３２番地
大 森 隆 義

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８６８、８６９

北宇和郡日吉村大字父野川１１
３番戸
川 添 伊勢松

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８６８、８６９

北宇和郡日吉村大字父野川甲
５０番地１
川 添 勝 義

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２２６３、２２６４、大字父
野川中８６８、８６９

北宇和郡日吉村大字父野川甲
４３番地
川 添 岩 治

森林所有者・抵
当権者

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８６８、８６９

北宇和郡日吉村大字父野川甲
２２００番地
川 添 サ キ

森林所有者

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８６８、８６９

北宇和郡日吉村大字父野川甲
２３番地
川 添 留治郎

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８６８、８６９

北宇和郡日吉村大字父野川甲
２９番地
川 添 福 松

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２２６３、２２６４

北宇和郡日吉村大字父野川甲
３９番地
川 添 紋 治

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２３０７

東京都板橋区太谷口北町５０番
３－６０１号
川 添 泰 史

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２３０８

東京都板橋区太谷口北町５０番
３－６０１号
川 添 泰 文

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８６８、８６９、父野川下
２２６６、２３０９

北宇和郡日吉村大字父野川甲
２９番地
川 添 安 光

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２２８１

北宇和郡日吉村大字父野川乙
１５０５番地
川 平 重 男

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８６８、８６９

北宇和郡日吉村大字父野川乙
１４８２番地
川 平 實

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８７５

北宇和郡日吉村大字父野川甲
２２００番地
栗 野 隆 雄

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８６８、８６９

北宇和郡日吉村大字父野川乙
１５０７番地
芝 龍 馬

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中１５２８、１５４６

新居浜市新須賀町二丁目１番
２４１号
鈴 木 幸 恵

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川下８６８、８６９、父野川中
２２７６、２２７８

北宇和郡日吉村大字父野川下
１２４７番地
谷 廣

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８９３

北宇和郡日吉村大字父野川甲
１１２番地２
谷 正 俊

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２３０６、大字父野川中
８８９、８９０、８９５、８９８、９０
０、９１３

北宇和郡日吉村大字下鍵山甲
２５６番地４
駄 場 文 朝

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２２６３、２２６４、父野川
中８７１

北宇和郡日吉村大字父野川甲
１１２番地
寺 部 良 亮

森林所有者・抵
当権者

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８６８

北宇和郡日吉村大字父野川乙
１５６０番地
土 釜 庫 治

森林所有者

北宇和郡鬼北町父野川中
８６８、８６９

北宇和郡日吉村大字父野川乙
１４７２番地１
中 井 梅太郎

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川下２１９４

宇和島市大浦甲２１５番地３

長 瀧 哲 夫
〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中１５２８、１５４６

松山市柳井町三丁目１番地５

藤 田 賢 次
〃

北宇和郡鬼北町父野川１５
２７、１５２９、１５３７

北宇和郡鬼北町大字父野川甲
３３８番１
藤 田 忠 義

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中２１１

北宇和郡日吉村大字父野川甲
３４９番地
藤 田 義 文

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８６８、８６９

北宇和郡日吉村大字父野川乙
１５３４番地
三 好 重 平

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８６８、８６９

北宇和郡日吉村大字父野川乙
１５２１番地
三 好 兵 馬

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中２０８の１

宇和島市寄松甲３１３番地１

山 � 繁 昌
〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８９２、８９３、９０９、９１２

北宇和郡日吉村大字父野川中
４８番地
渡 辺 文 恵

〃

北宇和郡鬼北町大字父野
川中８９３

宇和島市桝形町一丁目４番１
号
渡 辺 貢

〃

愛 媛 県 報平成３０年１０月１２日 第３０１８号

８９５



�愛媛県告示第９７１号
愛媛県復旧・復興建設工事共同企業体事務取扱要綱を次のように定める。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県復旧・復興建設工事共同企業体事務取扱要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、平成３０年７月豪雨による災害により被害を受けた公共土木施設の復旧、緊急的な防災対策等のため、県が発注する工

事（以下「復旧・復興工事」という。）の競争入札に参加しようとする共同企業体（被災地域において不足する技術者、技能者等を広域

的な観点から確保するため、県内の建設業者（建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第２条第３項に規定する建設業

者をいう。）により結成されるものに限る。以下同じ。）に必要な資格その他復旧・復興工事の競争入札における共同企業体の取扱いに

関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において「工事」とは、法第２条第１項に規定する建設工事をいう。

２ この要綱において「被災地域」とは、宇和島市、八幡浜市、大洲市、西予市、喜多郡内子町、西宇和郡伊方町並びに北宇和郡松野町及

び鬼北町をいう。

３ この要綱において「有資格業者」とは、愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告示第６０７号。以下「業者選定要領」

という。）第２条の規定による等級別格付け（以下「等級別格付け」という。）をされた者をいう。

４ この要綱において「契約担当者」とは、愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第２条第６号に規定する契約担当者をいう。

（共同企業体の対象工事）

第３条 共同企業体により競争入札を行わせることができる復旧・復興工事は、１件の設計金額が１億円以上の規模の工事であって、業者

選定要領第７条第２項に規定する工事種類（以下「工事種類」という。）が土木であるもの（地方公共団体の物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）の規定の適用を受ける場合を除く。）とする。この場合において、共同企業体以外の

有資格業者は、当該競争入札に参加することができない。

（共同企業体の入札参加資格）

第４条 復旧・復興工事の競争入札に参加しようとする共同企業体は、次条から第９条までに定める資格要件を満たすものでなければなら

ない。

（共同企業体の構成員の数）

第５条 構成員の数は、２者又は３者とする。

（共同企業体の構成員の組合せ）

第６条 構成員の組合せは、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。

� 次のアに該当する構成員１者及び次のイに該当する構成員１者又は２者の組合せであること。

ア 工事種類のうち土木における等級別格付けの等級が最上位等級であり、被災地域に主たる営業所を有する有資格業者

イ 工事種類のうち土木における等級別格付けの等級が最上位等級又はその直近の下位等級であり、県内（アに該当する構成員の主た

る営業所の所在地を管轄する地方局建設部又は土木事務所の管内を除く。）に主たる営業所を有する有資格業者

� 一の共同企業体の構成員（前号アに該当するものに限る。）が、他の共同企業体の代表者でないこと。

� 一の共同企業体の構成員（第１号イに該当するものに限る。）が、他の３以上の共同企業体の構成員でないこと。

（共同企業体の構成員の施工実績等）

第７条 構成員は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。

� 工事種類のうち土木について、元請としての施工実績を有すること。

� 法第３条第１項の規定による建設業（土木工事業に限る。）の許可を受けてからの営業年数が３年以上あること。ただし、相当の施

工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工を確保することができると認められる場合にあっては、この限りでない。

� 土木工事業に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を工事現場に専任で配置することができること。

（共同企業体の構成員の出資比率）

第８条 構成員の出資比率の最小限度は、次のとおりとする。

� 構成員が２者の場合 ３０パーセント以上

� 構成員が３者の場合 ２０パーセント以上

（共同企業体の代表者）

第９条 代表者は、構成員のうち、第６条第１号アに該当する者とする。

（共同企業体の入札参加資格の審査）

第１０条 復旧・復興工事について共同企業体を結成して競争入札に参加しようとする者は、あらかじめ、復旧・復興建設工事共同企業体競

争入札参加資格審査申請書（別記様式）に次に掲げる書類を添えて契約担当者に提出し、資格審査を受けなければならない。

� 共同企業体協定書の写し

� その他契約担当者が必要と認める書類

愛 媛 県 報平成３０年１０月１２日 第３０１８号
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２ 契約担当者は、前項の申請書を受理したときは、資格審査を行い、申請者の代表者に対しその結果を通知するものとする。

３ 共同企業体の代表者は、第１項の申請書又はその添付書類の記載事項に変更があったときは、速やかに、契約担当者に対し変更の届出

をしなければならない。

（共同企業体の解散等）

第１１条 共同企業体の構成員が法第２９条又は第２９条の２第１項の規定により土木工事業の許可を取り消されたときは、当該共同企業体は、

解散したものとみなす。

２ 共同企業体が解散したとき、又は前項の規定により解散したものとみなされたときは、その代表者は、速やかに、契約担当者に対しそ

の旨を届け出なければならない。

（入札書）

第１２条 共同企業体の入札書には、共同企業体の名称及びその代表者である構成員を明記の上、代表者が記名押印するものとする。

（契約書）

第１３条 共同企業体の工事請負契約書には、共同企業体の住所及び名称並びにその代表者である構成員を明記の上、構成員全員の連名で記

名押印するものとする。

（業者選定要領等の適用除外）

第１４条 業者選定要領及び愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛媛県告示第１２７５号）の規定は、共同企業体の入札参加

資格については、適用しない。

（その他）

第１５条 この要綱に定めるもののほか、復旧・復興工事の競争入札における共同企業体の取扱いに関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この要綱は、公布の日から施行する。
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別記様式（第１０条関係） 復旧・復興建設工事共同企業体競争入札参加資格審査申請書
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�愛媛県告示第９７２号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

日本ケッチェン株式会社

東京都港区芝浦一丁目２番１号

代表取締役社長 大場 浩正

２ 事業場の名称及び所在地

日本ケッチェン株式会社新居浜事業所

新居浜市磯浦町１７番４号

３ 特定施設に関する事項

東工場スクラバー

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� スクラバー排水中和槽

� 処理槽

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第２７号ヌ 廃ガス洗浄
施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１９，０００ノルマル立方メート
ル処理（ガス量）

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成３１年６月３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３～８

最大 ２～９

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２００

最大 ４２５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３１

最大 ６３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４０

最大 ２９０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０

最大 １２０

備考 汚水等は、スクラバー排水中和槽にて処理する。

設 置 年 月 日 平成１９年１０月３１日

処 理 施 設 の 種 類 化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 中和設備

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製及び内面ＦＲＰ製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦２．８メートル 横６．２メートル
高さ３．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３，６００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３～８

最大 ２～９

通常 ６～８

最大 ５～９

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５５

最大 １０５

通常 ５５

最大 １０５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３１

最大 ６２

通常 ３１

最大 ６２

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６

最大 ５３

通常 １６

最大 ５３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

通常 １以下

最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，３４５

最大 １，５７５

通常 １，３４５

最大 １，５７５

備考 汚水等は、処理槽にて処理する。

設 置 年 月 日 平成２８年１月１５日

処 理 施 設 の 種 類 化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 水平流式

処 理 施 設 の 構 造 ＦＲＰ製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径３．２メートル 高さ ８メートル
直径３．２メートル 高さ７．４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり７，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 酸化処理及び中和処理

愛 媛 県 報平成３０年１０月１２日 第３０１８号
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�愛媛県告示第９７３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成３０年１０月１２日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

�愛媛県告示第９７４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成３０年１０月１２日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

�愛媛県告示第９７５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６～８

最大 ５～９

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２８

最大 ５１

通常 １２

最大 １７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４２

最大 ６２

通常 ４０

最大 ６０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １１４

通常 ８

最大 ３３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

通常 １以下

最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，７６０

最大 ３，３６５

通常 ２，７６０

最大 ３，３６５

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．４

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１．９

最大 １６．９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０

最大 ６０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 ３３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，８５０

最大 ３，４８０

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３０中局建（開）第１１号

平成３０年１０月２日
東温市北野田字平松４６９番５

伊予郡松前町大字筒井３１１番地

グランドアーネストＣ１０３号

二 宮 隆 志

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３０中局建（開）第１２号

平成３０年１０月３日
伊予郡松前町大字徳丸字諏訪１２８０番１

八幡浜市松柏丙８２７番地

四国電力まつかやアパート５３２

弓 立 知 広

愛 媛 県 報平成３０年１０月１２日 第３０１８号
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

財務会計オンラインシステム端末機器の借入れ

� 借入物品及び数量

財務会計オンラインシステム端末機器一式（パーソナルコン

ピュータ一式、ソフトウェア一式、周辺機器一式、接続機器一

式、保守一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成３１年３月１日から平成３６年２月２９日まで

� 借入場所

仕様書による。

� 入札方法

ア この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続により紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札参

加資格者が応札する場合は、紙入札により行うものとする。

イ 入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２９年度、平成３０年度及び平成３１年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られ、かつ「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の

事項に該当するもの

� 納入しようとする物品が、仕様書に要求する条件に適合する

ことを証明した者であること。

� 借入物品に係る修理、点検及び保守の体制が整備されている

ことを証明した者であること。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

�愛媛県告示第９７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２７）第１７５８２号 平成２７年
９月１６日 スギモト建装 杉本 圭弥 北宇和郡鬼北町大字川上

２８３－２
平成３０年
９月１１日 建築工事業 建設業の廃業

（法人成り）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 坊屋敷小田線 喜多郡内子町大瀬南５６２５番５

旧 ３．８～４．１ ０．０３３

新 ７．８～９．５ ０．０３３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 坊屋敷小田線 喜多郡内子町大瀬南５６２５番５ 平成３０年１０月１２日
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所及び問合せ先

愛媛県企画振興部政策企画局情報政策課オンライン運用グル

ープ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２０６

� 入札書の受領期限

ア 電子入札による場合は、平成３０年１１月２２日（木）から同月

２７日（火）９時５９分までの電子入札システムの稼働時間中

（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）

第１条第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」という。）

以外の日の午前９時から午後８時までをいう。以下同じ。）

に提出すること。

イ 紙入札による場合は、平成３０年１１月２２日（木）から同月２７

日（火）９時５９分までの受付時間中（県の休日以外の日の午

前８時３０分から午後５時までをいう。以下同じ。）に�に掲
げる場所に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留又は信書

便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ。）により提出す

ること。

ウ 郵送等により入札書を提出する場合は、平成３０年１１月２７日

（火）９時５９分までに、�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成３０年１１月２７日（火）午前１０時

愛媛県庁本館１階 企画振興部政策企画局情報政策課システ

ム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、納入しようとする

物品が、仕様書に要求する条件に適合することを証明する書類

を入札説明書に定める期限までに知事に提出し、承認を受けな

ければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 審査申請書の受領期限

� 電子入札による場合は、告示日から平成３０年１１月５日

（月）午後５時までの電子入札システムの稼働時間中に提

出すること。

� 紙入札による場合は、告示日から平成３０年１１月５日（月）

までの受付時間中に３�に掲げる場所へ持参又は郵送等に
より提出すること。

イ 郵送等による審査申請書の取扱い

郵送等により審査申請書を提出する場合は、平成３０年１１月

５日（月）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を期間内に確実に遂行できると知事が

判断した入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基

づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって

有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Development of Software for Document Management and the

Online Decision making of the Organization，１ set

� Time limit of tender：９：５９ p．m．，２７ November２０１８

� For further information，please contact： Online Operation

Group，Information Technology Division，Policy and Planning

Subdepartment，Planning and Development Department，

Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２０６

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

県税オンラインシステム機器の借入れ

� 借入物品及び数量

県税オンラインシステム機器一式（ハードウェア、ソフトウ

ェア及び保守部品の提供並びに搬入、据置、配線、データ移行、

サーバのセットアップ、調整、ハードウェアの保守及び借入期

間満了後の撤去等一式）

� 借入物品の内容等

仕様書による。

� 借入期間

平成３１年３月１日から平成３６年２月２９日まで

� 借入場所

仕様書による。

� 入札方法

ア この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続により紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札参

加資格者が応札する場合は、紙入札により行うものとする。

イ 入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当

愛 媛 県 報平成３０年１０月１２日 第３０１８号
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する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２９年度、平成３０年度及び平成３１年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られ、かつ「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の

事項に該当するもの

� 納入しようとする物品が、仕様書に要求する条件に適合する

ことを証明した者であること。

� 借入物品に係る修理、点検及び保守の体制が整備されている

ことを証明した者であること。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部政策企画局情報政策課オンライン運用グル

ープ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２０５

� 入札書の受領期限

ア 電子入札による場合は、平成３０年１１月２２日（木）から同

月２７日（火）１０時５９分までの電子入札システムの稼働時間中

（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）

第１条第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」という。）

以外の日の午前９時から午後８時までをいう。以下同じ。）

に提出すること。

イ 紙入札による場合は、平成３０年１１月２２日（木）から同月２７

日（火）１０時５９分までの受付時間中（県の休日以外の日の午

前８時３０分から午後５時までをいう。以下同じ。）に�に掲
げる場所に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留又は信書

便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ。）により提出す

ること。

ウ 郵送等により入札書を提出する場合は、平成３０年１１月２７日

（火）１０時５９分までに、�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成３０年１１月２７日（火）午前１１時

愛媛県庁本館１階 企画振興部政策企画局情報政策課システ

ム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、納入しようとする

物品が、仕様書に要求する条件に適合することを証明する書類

を入札説明書に定める期限までに知事に提出し、承認を受けな

ければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 審査申請書の受領期限

� 電子入札による場合は、告示日から平成３０年１１月５日

（月）午後５時までの電子入札システムの稼働時間中に提

出すること。

� 紙入札による場合は、告示日から平成３０年１１月５日（月）

までの受付時間中に３�に掲げる場所へ持参又は郵送等に
より提出すること。

イ 郵送等による審査申請書の取扱い

郵送等により審査申請書を提出する場合は、平成３０年１１月

５日（月）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を期間内に確実に遂行できると知事が

判断した入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基

づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって

有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Computer

Equipment and Related Services for Tax Accounting System，

１ set

� Time limit of tender：１０：５９ p．m．，２７ November２０１８

� For further information，please contact： Online Operation

Group，Information Technology Division，Policy and Planning

Subdepartment，Planning and Development Department，

Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２０５

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成３０年１０月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

大型乗用自動車（スクールバス）の購入

� 購入物品名及び数量

大型乗用自動車（スクールバス） １台

（使用に当たり必要な登録、搬入、調整、説明等一式を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

平成３１年３月１５日（金）

� 納入場所
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愛媛県立宇和特別支援学校 知的障がい部門

（愛媛県西予市宇和町永長１２８７－１）

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行

っていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行

うことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２９～３１年度の製造の請負等に係る一般

競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項

に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

電子入札による場合は、平成３０年１１月２１日（水）午前９時か

ら同月２２日（木）午前９時５９分まで

紙入札による場合は、平成３０年１１月２２日（木）午前９時５９分

まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成３０年１１月２２日（木）午前１０時

愛媛県総務部入札室兼会議室 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成３０年１１月１５日（木）午後５時

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：School

bus for special support education school use，１

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２２ November２０１８

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６

平成３０年１０月１２日 発行
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